


























　　 3 ．英米法のやり方：過失責任の一般条項  （以上、本号）
Ｃ　民事不法行為（civil wrong）の再構築


















































































（ 3 ）　こ の 点 に つ い て 特 に、Brüggemeier, Haftungsrecht. Prinzipien, Struktur, 
Schutzbereich, 2006参照。
（ 4 ）　同じことは、20世紀に日本の覇権の下で日本法を受け継いだ韓国について言える。





























































































































（15）　2016年 の 債 務 法 改 正 以 後、 条 文 の 番 号 付 け が 変 わ っ た。「契 約 外 責 任 一 般（La 

























































































































































































































































（30）　イギリス法では、1976年死亡事故法（Fatal Accident Act ）以降認められている。ドイ
ツでは、2017年遺族金法によってようやく導入された。










































（35）　1871 年 の ラ イ ヒ 責 任 法（Reichshaftpflichtgesetz） 2 条（現 行 法 で は、 責 任 法
〔Haftpflichtgesetz〕 3 条）。


















別法による厳格な規制を行うことになった。フランスでは、1898年 4 月 9 日の法
律、イギリスでは、1897年の労災補償法〔Workmen’s Compensation Act〕である。
アメリカ合衆国では、世紀の変わり目までかかり、1910年から法律、労災補償法














































の構造は、不法行為を形式的に 3 段階とした BGB823条以下の背景を考えて初め
て理解できる
（45）

























（47）　831条の選任および教示上のクルパ〔culpa in eligendo et instruendo〕は、早くからラ
イヒ裁判所によって、すでに監督のクルパ（culpa in custodiendo）にまで拡張されている。
ライヒ裁判所（RG）, 14. 12. 1911, RGZ 78, 107；25. 2. 1915, RGZ 87, 1。






























































ン・ ロ ー の 不 法 行 為 を 手 本 と し て、 社 会 生 活 上 の 義 務 な い し は 注 意 義 務















































































つの変数の関数である」。つまり、（ 1 ）事故の蓋然性（P）、（ 2 ）発生した侵害
または損失の重大性（L）、（ 3 ）適切な予防措置の負担（B）［という 3 つの変数］






























392　　早法 95 巻 1 号（2019）
る。長きにわたって、イギリスのコモン・ローの不法行為法の特徴は、類型化さ
れた故意の不法行為だった。つまり、人に対する侵害〔trespass to the person〕（暴
行〔battery, assault 〕など）、動産に対する侵害〔trespass to goods〕、不動産に対す
る侵害〔trespass to land〕である。不作為と間接の加害行為には、ローマ法の事
実訴権〔actio in factum〕に類比できる特殊主張侵害訴訟〔trespass on the case〕（後




































































（66）　他方で、遠隔不法行為には、 2 つの基本類型がある。つまり、（ 1 ）離れた第 1 次侵害、

















































































































































































































































































































































は「過 責 責 任」、Fahrlässigkeitshaftung は「過 失 責 任」 と 訳 し た。 し か し、Nicht­
Verschuldenshaftung は「無過失責任」と訳した。なお、Fehlverhalten は「過誤行為」
と訳した。

















＊ 1 　以 上 に つ い て は、 同 教 授65歳 記 念 論 文 集（Aurelia Colombi Ciacchi et al. （Hrsg.）, 
Haftungsrecht im dritten Millennium：Liber Amicorum Gert Brüggemeier, Baden─Baden, 
Nomos, 2009）のはしがきを参照。
＊ 2 　増田栄作「現代ドイツにおける不法行為法理論の動向について─Brüggemeier の不法行為
法理論を中心に」立命館法學249号（1997年）1114─1140頁。引用部分は1134頁。そのほか、「ド
402　　早法 95 巻 1 号（2019）
イツにおける民事責任体系論の展開（一）」立命館法学237号（1994年）1086─9頁も参照。
＊３　太田知行「大坂アルカリ事件─故意・過失」『民法判例百選Ⅱ債権（第 2 版）』（1964年）
163頁。
＊４　末弘巌太郎『債権各論』（1918年）1068頁は「過失トハ注意ヲ欠クヲ云フ」としていたが、
鳩山秀夫『増訂日本債権法各論（下巻）』（1924年）901頁は、「不注意ニ因リ行為ノ結果ヲ予見
セザルカ又ハ予見スルモ容認セザル心理状態」とする。
＊５　瀬川信久「危険便益比較による過失判断」『日本民法学の形成と課題　下』（1996年）837
頁注73）、815頁注21）の本文、同「民法709条（不法行為の一般的成立要件）」『民法典の百年
Ⅲ』（1998年）569〜 7 頁。
＊６　潮見佳男「責任主体への帰責の正当化」現代不法行為法研究会編『不法行為法の立法的課
題』別冊 NBL155号（2015）12頁など。
＊７　原子力委員会原子力損害賠償制度専門部会報告書「原子力損害賠償制度の見直しについ
て」。大塚直「原子力損害賠償法の改正とその課題」論究ジュリ29号92頁参照。
本研究は、科学研究費基盤研究（Ｂ）17H02472　の研究成果である。
  （瀬川信久・大塚直）
